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一　前言
長期介護とは，身心の機能障害（機能不全・機能喪失をいう。）者に対して，医療・保
健・看護・生活に関する個人および社会から長期的に支持される介護を提供するシステムで
ある。つまり，障害者のために身・心・霊を包括する完全な世話を提供して，その正常な生
活を改善・維持・回復させることである（老人福祉法第 16 条，19 条，34 条参照）。その障
害者は高齢者には限らないけれども，老化はやはり人類の段階的な発展における必然の現象
と結果であるから，年齢の増加につれて，身体上の機能または精神上の意思能力が日増しに
衰退していくので，生活能力および社会的な対応能力が弱くなりつつあり，次第に自ら日常
生活を営むのに支障があるようになり，高齢者がいずれも他人の介護に依存する問題を抱え
るようになるのである。そこで，どのように高齢者を適正に介護して，尊厳のある人生の終
点を迎えさせるのは，すでに目下の重要な社会課題である。
台湾の内政部の統計によると，台湾では戸籍登記のある人口は約 2335 万人余りであるが，
65 歳以上の者は，約 266 万人余りである。いわば，65 歳以上の者は，2013 年 9 月すでに人
口総数の 11.39％ を占めている［ 1 ］。2004 年の 9.48％ を比べると，10 年以内に 2％ 近く成長
している。台湾における高齢化問題の速さと厳しさが，これで明らかに分かるようになった。
老人福祉法の規定によると，老人の介護サービスには，完全な世話・現地老化・多元連続サ
ービスという三原則に基づいて企画・整備すべきであるとしている。なお，老人のニーズに
応じて，在宅介護サービス・地域介護サービス・施設介護サービスをも提供しなければなら
ないとしている［ 2 ］。とにかく，老人の介護には，高齢者の希望と需要に合わせなければな
らない。そもそも，経済上の負担・環境への習熟さ・生活上の便利性を考慮すると，多数の
老人は，やはり自分の家族（子女および配偶者を含む）と同居したいけれども，部分的な高
齢者は，やむをえず，老人ホームのような福祉施設による介護に頼らなければならない。そ
こで，如何に福祉施設の介護機能を向上させ，サービスの品質・老人の安全を確保すること
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により，市民に安心させて年輩の家族を福祉施設に預けて，その介護を信頼し，かつ，被介
護者の老人にも尊厳のある待遇を受けさせるのは，福祉施設にとっても重要な課題である。
したがって，県（市）社会局の入所措置によって介護される老人を除いて，一般的に入居
者の自費で医療看護と日常生活の維持を提供されるのは，福祉施設による労務契約に属する。
それで，入居者の権益が十分に保障されるかどうか，または，福祉施設により提供される介
護サービスと居室については，その契約が忠実に履行されるかどうかという問題があるよう
になる。老人福祉法の規定によると，福祉施設は入居者もしくはその家族と書面によって，
入居に関する権利義務の明確な契約関係を締結しなければならないとしている。また，入居
契約の様式・内容については，中央主管機関は，標準契約の範例およびその記載すべき事項
と記載すべきでない事項を定めなければならない。また，別に約束した場合を除いて，入居
者と契約を締結したことを看做すとする［ 3 ］。というのは，入居契約が入居者と福祉施設と
の権益に大きく影響するので，後日の紛争を避けるために，政府によって標準契約の範例を
定める必要性があるからである。特に介護施設は福祉という名称を付けるかどうかを問わず，
法律の規定によると，営利を目的とすることができないとしている［ 4 ］。しかし，福祉施設
を窮境に追い詰めさせるべきではないので，入居者の十分な世話を確保すると同時に，福祉
施設を運営し続けられる機会をも重視しなければならない。この両方の利益を保護するため
に，福祉施設の運営状況および老人の入居契約の内容についての合理性・綿密さを検討する
必要があると思われる。これらの問題は，いずれも本論文によって探求したいポイントであ
る。
二　高齢者福祉施設の運営現況 
台湾における高齢者を介護する福祉施設の類型はかなり多い。たとえば，護理の家・長期
介護施設・養護センター・安養センター・栄民の家などがある。以下［ 5 ］にそれぞれの設置
目的と介護する対象を説明する。
（一）護理の家：護理人員（看護師）法第 15 条の規定によると，護理機構に収容される対象
は，以下のとおりである。（1）慢性疾病に罹り，長期の医療看護を必要とする患者。（2）退
院後，継続的介護を必要とする患者。（3）産後の介護を必要とする産婦と乳幼児，などであ
る。その収容される対象は高齢者にあっては，いずれも「重度的障害」という状況に属する。
慢性疾病のために長期の医療看護を必要とするケース，または医師の診断によって長期の医
療看護を必要とするケースなどを含む。つまり，24 時間ベテランの看護師による常時の介
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護を必要として，多くは技術的な医療看護サービスを提供する施設である。たとえば，気
管・胃・腸・膀胱などに体外から手術によって管を入れた方への特別な介護および日常生活
の養護である。
（二）長期介護施設：上述した護理の家に類似しているが，その責任者は看護師ではない。
しかも，管を入れた患者を収容することができない施設である。その収容される対象は，主
に慢性の疾病に罹り，長期の医療看護を必要とする「重度的障害」という状況にある高齢者
である。
（三）養護センター：自ら日常生活を営むのに支障があるが，技術的な医療看護サービスを
必要としない「中度的障害」という状況にある高齢者を介護する目的とする施設である。日
本の特別養護老人ホームに類似して，地域の政府および社会福祉機構には，いずれも設置し
ている施設である。収入のあまりない高齢者にあっては，政府からの補助も提供されている。
この施設は介護のサービスを提供するが，医療のサービスを提供しないのである。
（四）安養センター：自費によって高齢者を看護して，または養護者がないか，もしくは養
護者があってもこれに養護させることが不適当であると認める「軽度的障害」という状況に
ある高齢者を介護する目的とする施設である。日本の有料老人ホームに類似して日常生活の
サービスを提供している。
（五）栄民の家：行政院（内閣）の退役軍人補導委員会によって設置され，高齢者である退
役軍人，復員軍人を介護の対象とする施設である。その類型としては，護理の家・養護セン
ター・安養センターがある。つまり，職務により負傷し，または疾病に罹り，障害があるた
めに，療養看護を必要として，または労働能力がなくなり，もしくは固定した収入がなくな
ったため，かつ入居の要件に合致した退役軍人の介護を目的とする施設である。
ところで，老人福祉施設を設立しようとする私人または団体は，県（市）の主管機関の設
立許可を必要とするし，設立の許可を得た私立老人福祉施設の事業者は，3 ヶ月以内に財団
法人の登記を申請しなければならない。しかし，小型・受贈なし・補助なし・減税なしとい
う福祉施設の事業者には，財団法人の登記を必要としない（老人福祉法第 36 条）けれども，
介護の品質を維持するために，ベッドの数量については，その規模に基づいて，やはり規制
がある。つまり，老人福祉施設設立標準第 7 条によると，「1　各級の政府によって設立され，
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および財団法人の登記がなされた長期介護施設，または安養センターは，その設立の規模に
関して，50 人以上 200 人以下に限られる。ただし，中華民国 96 年（2007 年）2 月 1 日以前，
すでに設立の許可を得た運営中にある事業者にはこの限りでない。2　小型の長期介護施設，
または安養センターは，その設立の規模に関して，5 人以上 50 人未満に限られる。」として
いる。台湾の衛生福祉部（日本の厚生労働省にあたる。）の統計によると，2010 年 12 月ま
でに，台湾の老人福祉施設は 1053 軒，心身障害福祉施設は 252 軒，栄民の家は 18 軒，一般
の護理の家は 391 軒，精神の護理の家は 29 軒，および精神リハビリ施設は 162 軒，それぞ
れあり，合わせて 1905 軒あり，提供されるベッドの数は 123143 個ある。各類型の長期介護
福祉施設のベッド利用数は異なっているが，平均的なベッド利用数は約 78.95％ に達してい
る。詳しいのは以下のとおりである［ 6 ］。
 台湾の長期介護施設サービス資源および使用現況 2010 年 12 月
施設類型 軒数 ベッド数（開放数） 空ベッド数
空ベッド率
％
総　計 1,905 123,143 25,923 21.05％
老人福祉施設
安養＊ 42 6,684 2,361 35.32％
養護 963 43,586 9,390 21.54％
長期介護 48 4,796 1,800 37.53％
身心障害福祉
施設
全日型宿泊 158 15,733 3,075 19.54％
夜間型宿泊 8 194 59 30.41％
日間サービス 86 6,832 2,559 37.46％
栄民の家
安養＊ 18 6,266 993 15.85％
体的障害養護 18 2,865 227 7.92％
知的障害養護 6 509 39 7.66％
護理の家
一般護理の家 391 25,787 4,020 15.59％
精神護理の家 29 2,677 567 21.18％
精神リハビリ
施設
地域リハビリ
（日間型） 70 3,566 582 16.32％
快復の家
（宿泊型） 92 3,648 251 6.88％
備註：＊安養センターは長期介護施設ではないが，関係ある主管機関と法令によって管理され，規制されて
いるから，この統計に納入したわけである。資料元：内政統計資訊服務網，行政院衛生署医事系統，行政院
国軍退除役官兵輔導委員会全球資訊網-業務統計。
以上の統計によって分かるように，高齢者を介護する施設には，老人福祉施設の外に，長
期介護施設と安養センターを主としている。この二者の違いは，介護される高齢者が自ら日
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常生活を営むのに支障があるかどうかにある。施設のサービス項目には，いろいろあるけれ
ども，やはり日常生活の養護と医療看護を主としている［ 7 ］。
三　高齢者の長期介護契約
前述したように，老人福祉施設は，入居者もしくはその家族と書面によって，入居に関す
る権利義務の明確な契約関係を締結しなければならない。また，その書面契約の様式と内容
については，中央主管機関は，標準契約の範例およびその記載すべき事項と記載すべきでな
い事項を定めなければならない（老人福祉法第 38 条）。今，中央主管機関が公布した標準契
約の範例は安養および養護（長期介護）標準契約だけである［ 8 ］。それは，上述した介護施
設の類型が多いけれども，老人福祉法第 34 条第 1 項の規定によると，「中央主管機関は，高
齢者の需要に応じて，自ら，または民間業者の資源と結合して，以下に掲げる老人福祉施設
を設立しなければならない。一　長期介護施設，二　安養センター，三　その他の老人福祉
施設。」としているからである。ここの老人福祉施設とは，老人福祉施設設立標準第 2 条に
よると，3 種類に分けられる。
第一に，長期介護施設である。また次の 3 種類がある。（1）長期介護型：慢性病に罹り，
長期の医療看護を必要とする高齢者を介護の対象とする施設である。（2）養護型：自ら日常
生活を営むのに支障があり，気管・胃・腸・膀胱などに体外から手術によって管を入れた特
別な介護および日常生活の養護を必要とする高齢者を介護の対象とする施設である。（3）知
的障害看護型：神経科・精神科などの専門医によって痴呆症中度以上と診断され，行動能力
があるけれども，看護を必要とする高齢者を介護の対象とする施設である。
第二に，安養センターである。つまり，他人の看護を必要として，または養護者がないか，
もしくは養護者があってもこれに養護させることが不適当であると認め，かつ日常生活を営
むのに支障がない高齢者を介護の対象とする施設である。
第三に，その他の老人福祉施設である。すなわち，高齢者にその他の福祉サービスを提供
する施設である。
上述したように，老人福祉施設とは，原則上，長期介護施設，養護施設，知的障害養護施
設および安養センターを主としているが，中央主管機関によって公布された標準契約の範例
は，ただ「安養標準契約」と養護・長期介護を合わせた「養護（長期介護）標準契約」だけ
がある。この 2 種類の契約には，また，それぞれ第三者と施設の事業者間に締結型および入
居者自らと施設の事業者間に締結型という 2 種類に分けられる。これと同時に，なお定期
型・不定期型もある。つまり，中央主管機関に定められた契約の範例は，以下の 8 種類があ
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る。
①有料安養標準契約（定期型）範例
②有料安養標準契約（不定期型）範例
③委託安養標準契約（定期型）範例
④委託安養標準契約（不定期型）範例
⑤委託養護（長期介護）標準契約（定期型）範例
⑥委託養護（長期介護）標準契約（不定期型）範例
⑦有料養護（長期介護）標準契約（定期型）範例
⑧有料養護（長期介護）標準契約（不定期型）範例
以上の 8 種類の契約範例には，養護（長期介護）標準契約の内容は，おおむね安養標準契
約を包括することができる。そして，高齢者を介護する契約は，殆ど家族が代わりに介護委
託の契約を締結する。介護の期限を約束したかどうかは，契約書に終止期限の記載の有無に
よって決まる。紙幅の節約のために，ここでは委託養護（長期介護）標準契約（上記の⑤）
を紹介する。委託養護（長期介護）の業務に関する中央主管機関は衛生福利部であるが，委
託養護（長期介護）標準契約は消費者の権益に深く影響するので，2012 年 7 月 11 日，行政
院消費者保護会が「養護（長期介護）標準契約」について記載すべき事項および記載すべき
でない事項」を公布した。その要点をまとめると，次のようになる。
（一）契約に記載すべき事項
1　締結前の猶予期間と施設の義務
契約およびその付属条項は，少なくとも 5 日以上の斟酌期間を置いて消費者にこれを審
査・検討させなければならない。もし，消費者は，期間の延長を求める場合は，30 日を超
えないとき，施設の事業者はこれを拒絶することができない。施設の事業者は，契約に関す
る一切の権利義務を消費者に告知しなければならない。かつ，設立許可の証明謄本・公共意
外保険済の証明謄本・入居または入所の方法・休暇の取り方および特殊な料金の支払基準な
どの書類を消費者に交付しなければならない。また，施設の事業者は，主管機関による検
査・評定の結果を家族にも知らせなければならない。
2　契約の期限とサービスの場所
契約書には期限の有無を記載しなければならない。もし，定期型の契約であれば，その期
限を記載しなければならない。施設の事業者は，明確にそのサービスの場所・住所などを表
示しなければならない。もし，サービスの広告宣伝を利用する場合は，宣伝内容の真実性を
確保しなければならない。消費者に対する義務は広告宣伝の内容に劣ることができない。な
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お，広告宣伝の内容は契約の一部と看做す。
3　費用の内容と調整の方式
費用の内容は，保証金（2 ヶ月の養護費を超えることができない。）養護（長期介護）費
（食事費と介護費を含む。）また，消費者は自ら負担すべき費用には，個人の日常用品・紙お
むつ・医療消耗品など個人のための費用がある。施設の事業者は，保証金・食事費・介護費
などの料金支払基準およびメニューの内容などの情報を公示しなければならない。定期型の
契約である場合は，消費者の同意がなければ，施設は料金を上げることができない。不定期
型の契約である場合は，施設は消費者物価指数によって調整することができるが，消費者に
これを 1 ヶ月前に告知しなければならない。なお，これを主管機関に報告して，その同意を
得なければならない。
4　施設による契約終止の事由
（1）消費者による養護費の不払いがあり，保証金の二分の一を控除された場合は，施設は
1 ヶ月以上の弁済期限を定めて，これを消費者に通知しなければならない。消費者は弁済期
限を超過しても返済しないとき。
（2）消費者は契約の有効日から若干の日以内に入居の予定を約束したが，正当な理由がな
くて入居しないとき。
（3）消費者は，詐欺またはその他の虚偽によって意思表示をして，入居の条件に合致する
ことを施設に誤信させて，入居の契約を締結したとき。
（4）消費者は，施設に入居したが，身体の状況が変わったために，入居の条件に合致しな
くなったとき，または有期の懲役の宣告を受けて確定されたとき，養護費の長期未済によっ
て催告を受けても返済しないとき，勝手に親族と友人を宿泊させて勧告を受けても改善しな
いとき。
（5）消費者は，施設に入居したが，故意に施設の設備を破壊してその事態が重大であると
き，規定に違反して設備を使用し，公共安全・衛生を妨害することになり，その事態が重大
であるとき，ほかの利用者と言い合いが起こり，または他人を妨害して，居室を替えても，
その他の勧告を受けても改善しないことによって団体生活に影響したことになり，施設によ
る制止が無効であるとき。
5　消費者による契約終止の事由
（1）消費者は，入居してから 30 日以内に契約を終止することができる。施設はこれを拒
絶することができない。ただし，消費者は，実際の利用日数に応じた費用を施設に支払わな
ければならない。
（2）施設は詐欺によって介護サービスを提供したとき，施設の被雇用者または使用人が消
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費者に暴力を振るって，もしくは重大な侮辱を加えたとき，施設の被雇用者または使用人が
法定の伝染病に罹り，または罹るおそれがあるとき，施設に提供される場所は消費者の安
全・健康を害し，または害するおそれがあるとき，消費者は，施設に 1 ヶ月前の通知をしな
くても，直ちに契約の終止をすることができる。
6　契約の期間内の料金払い戻し
入居者は，疾病のために入院して，またはその他の正当な理由があって，施設外で生活す
るようになった場合，施設の所定の手続きに基づいて 2 日間以上連続して外泊したとき，実
際の外出日数に応じて食事費の料金払い戻しを請求することができる。
7　サービスの内容
施設は生活上のサービス（食事の提供・身体の介抱・衣類の洗濯などの日常生活の事項，
またはその他の福祉サービスをいう。）・娯楽休養のサービス（テレビの放送・芸能の上演・
戸外の活動，またはその他の身心に有益な行事をいう。）・専業のサービス（社会福祉士・薬
剤師・看護師・栄養士・介護職員による指導・相談・助言などをいう。）を提供しなければ
ならない。もし，消費者が契約を締結した時に，医療上の嘱託事項を頼んだ場合は，施設は，
その嘱託に応じて消費者を介護しなければならない。
8　身体的拘束の要件
高齢者には，自己または他人を傷害する行為があり，もしくは転倒しがちになり，その他
の安全を考慮する必要がある場合は，施設の勧告を受けても，制止・防止をすることができ
なくて，その他の改善手段もないとき，施設は，高齢者またはその委託者の同意を得て，か
つ医師の診断により，もしくは 3 年以上の臨床看護の経験を有する看護師が，医師による既
往の診断記録を参照して，身体的拘束の必要があると認めるとき，身体的拘束の準則および
同意書に基づいて，適正な拘束用具を使うことができるとする。
9　緊急事故の処理
施設は，急病・重傷またはその他の緊急・不意の事故に関する処理プロセスを定めなけれ
ばならない。また，契約を締結したとき，これを消費者に交付しなければならない。消費者
にはこれらの事故が起こったとき，施設は，既定のプロセスによって処理する義務を負う。
なお，消費者に指定された緊急連絡人にこれを通知しなければならない。
10　施設からの損害賠償請求
消費者が勝手に使用方法の変更，または施設に提供された設備の破壊を有する場合は，施
設は，修理の証明書類に基づいて消費者に損害賠償を請求することができる。または，入居
保証金を控除することができる。施設は，消費者の特殊な請求によって設備を増設したが，
消費者には正当な理由がなくて入居しない場合，施設は，やむをえずに契約を終止したとき，
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このために生じた損害を消費者に請求することができる。
11　消費者からの損害賠償請求
施設が緊急事故の既定プロセスによらずに，消費者に損害を生じさせた場合，または消費
者は，施設に帰責できる事由のために契約を終止した場合，消費者は，施設に損害賠償を請
求することができる。ただし，消費者が施設の同意を得て自ら増設した設備について，これ
を毀損しないと分離することができない，もしくは分離するために費用が掛かり過ぎる場合，
契約を終止するとき，施設が必要な処置をすることができるし，消費者はこれを取り外し，
または賠償を請求することができない。
12　契約終止の通知および高齢者への扱い
期限付きの定期型の契約については，期限が到来したときは，その効力を失する。この場
合，施設は，期限到来の 2 ヶ月前に消費者にこれを通知しなければならない。不定期型の契
約については，上述した施設から契約の終止を請求することができる事由によらずに，施設
は，契約を終止することができない。しかし，消費者はいつでも契約を終止することができ
るが，1 ヶ月前に施設にこれを通知しなければならない。もし，施設に帰責できる事由のた
めに契約を終止した場合は，1 ヶ月前の通知の制限を受けない。契約を終止した後，高齢者
にはなお収容の必要がある場合は，施設は，地方政府に対して，法に基づいて適正な収容を
してもらうことを通知しなければならない。地方政府が適正な収容措置を行う前に，施設は
やはり高齢者を介護し続けなければならない。
13　契約終止の料金払い戻しおよび消費者の遺留物への扱い
契約の期限到来，または契約を終止した後，施設は，消費者が居室を明け渡した時に，累
積債務・損害賠償などの返済として納付された保証金を控除した残額を，消費者に返還しな
ければならない。施設は，消費者が入居日数未満の場合，予納した入居料金について，その
比例に応じて残額を消費者に返還しなければならない。契約の期限到来，または契約を終止
した後，消費者は，7 日間に居室を明け渡さなければならない。その期限内に転出しない場
合は，施設は，その遅延日数に応じて消費者に養護費を請求することができるが，実務上，
施設はほとんど扶養義務者にこれを支払ってもらっている。もしくは，主管機関に移送して，
それぞれの状況などを勘案してもらって，仁愛の家（公立の老人ホーム）に転居することに
なっている。そして，消費者が転出した後の遺留物について，施設は，これを適正に保管し
なければならない。また，一定の期限内（30 日以上）の引き取りをその家族に通知しなけ
ればならない。
93
台湾における老人長期介護契約の研究（鄧）
（二）契約に記載すべきでない事項
1　施設は契約の猶予期間の斟酌権放棄を約束することができない。
2　施設は保証金の金額が主管機関によって査定された金額を超過することを約束すること
ができない。
3　施設は養護（長期介護）費の金額が主管機関によって査定された金額を超過することを
約束することができない。
4　施設は「養護（長期介護）費は 1 週間として勘定」・「半月を超過しなくても半月として
勘定」・「半月を超過すると 1 ヶ月として勘定」，またはその他の類似した勘定方式を約束す
ることができない。
5　施設は，高齢者に急病・重傷・死亡，またはその他の緊急事故などの事情があるとき，
施設とは無関係という文言を約束することができない。
6　施設は，高齢者による遺言がなければ，その遺体および遺留物を，施設の慣例によって
扱うことを約束することができない。
7　施設は，消費者に帰責することができない事由によって生じた費用（たとえば，お正月
の期間および特殊な祭日・祝日の残業費用）を，消費者に負担させることを約束することが
できない。
8　施設は，消費者が同じタイプの居室変更のために別に料金を納付することを約束するこ
とができない。
9　施設は，保証金の一定額の控除に達したとき，施設は直ちに契約を終止することができ
るのを約束することができない。
10　施設は，施設の故意・過失による責任を排除することができるのを約束することができ
ない。
11　施設は，消費者が転出した後の遺留物について，施設は任意に扱うことができるのを約
束することができない。
12　施設は，その他の強制・禁止という法律規定に反して，または明らかに公平に失するこ
とを約束することができない。
四　老人長期介護契約の検討と課題　――　結論に代えて 
施設が老人に長期介護を提供することによって，慢性病患者が長期に病床を占める問題を
適度に緩和することができる。その同時に，慢性病患者の老人にも，適正な介護の提供によ
って，専業の福祉サービスを受けることもできる。さらに，その家族も自ら老人を介抱する
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負担を多少なりとも軽減することができるから，老人の長期介護は，老人福祉政策の最も重
要な一環である。そして，老人長期介護契約は，施設による専業のサービス品質を確保する
ことができると同時に，契約の明確な内容によって，施設と消費者間における権利義務を明
らかにするので，紛争を未然に予防することができる。そこで，完全な契約内容は，施設に
とっては老人の介護における不可欠な役割を果たしている。養護（長期介護）標準契約の内
容は広範囲にわたっており，しかも，中央主管機関による範例も公表されているので，本論
文ではこれを紹介した。以下，結論として，この範例の内容に対してコメントをしておきた
い。
（一）標準契約範例の評価
老人長期介護契約を締結する当事者は，一方が施設であり，他方が老人自らまたは老人の
家族である。後者はおおむね法律上の弱者であると認められて，比較的に自分の権利を主張
することが困難であるので，確かに主管機関によって契約の範例を提供する必要性があると
思われる。標準契約の範例には，記載すべき事項，および記載すべきでない事項があり，ま
た 8 種類の契約もある。たとえば，老人が自ら日常生活を営むのに支障があるかどうかとい
うことについて，安養標準契約・養護（長期介護）標準契約に分けられる。また，自らもし
くは他人によって契約を締結するということについて，自己負担標準契約・他人による委託
標準契約に分けられる。さらに，期限があるかどうかということについて，定期標準契約・
不定期標準契約に分けられる。高齢者は，自分の需要に応じて最もふさわしい標準契約を選
んで，施設とこれを締結することができるから，老人の意思と希望を尊重する原則に合致す
るのみならず，老人の権益をも保障することができる。そこで，主管機関による標準契約範
例の提供を評価すべきであると思われる。
（二）主管機関による検査・評定への確実化
養護（長期介護）標準契約に記載すべき事項は，主として契約の締結前・締結後・終止後
などの 3 段階の事項に分けられる。契約の締結前の段階に注意すべき事項は，その施設の評
定（等級づけ）の結果という情報・十分な契約の締結猶予と斟酌期間・適正な施設のサービ
ス品質と介護費用などが，入居者とその家族にとって最も注意する契約の内容である。また，
介護職員が専業・熱心であるかどうか，場所は安全・快適であるかどうか，いずれも重要な
考慮すべき項目であるから，施設は，消費者に，主管機関による検査・評定の結果という情
報を提供することにより，その入居を検討するのに重要な参考になるのである。ある施設は，
さらに高齢者に一定期間の試験的入居を提供して，消費者が満足・同意してこそ，正式な入
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居を決定することになり，このような方式は薦めるに値する。契約の締結後の段階に注意す
べき事項は，契約の内容を忠実に履行しているかどうかということである。つまり，高齢者
は，適正な介護を受けているか，緊急状況において合理性のある扱いを受けているかなどの
サービスを重視すべきところである。契約の終止後の段階に注意すべき事項は，高齢者への
続行介護の扱い，遺留品の処置などは適正であるかどうかなどのサービスを重視すべきとこ
ろである。以上，いずれも主管機関による検査・評定におけるポイントである。とにかく，
施設に介護されるのは高齢者であるので，検査・評定の時に，その施設は，老人の意思と尊
厳を尊重しているかどうかを注意し，老人福祉法に定められた完全な世話という理想に達せ
られることが望ましい。
（三）施設と消費者との双方利益の平衡
記載すべきでない事項という規制の目的は，施設が契約に基づいてその責任を軽減し，ま
たは免除しようとすることを避けるにあると思われる。しかし，これらの事項には，費用・
料金に関係するところは第 6 項があり，記載すべきでない事項の半分以上を占めている。た
とえば，保証金の金額が主管機関によって査定された金額を超過することを約束することが
できない。「養護（長期介護）費を 1 週間として勘定」・「半月を超過しなくても半月として
勘定」・「半月を超過すると 1 ヶ月として勘定」などの不合理な勘定方式を約束することがで
きない。消費者に帰責することができない事由によって生じた費用を，消費者に負担させる
ことを約束することができない。消費者が同じタイプの居室への変更のために別に料金を納
付することを約束することができない。保証金の一定額の控除に達したとき，施設は直ちに
契約を終止することができるのを約束することができないなどである。これで分かるように，
施設が最も重視するところは，消費者により納付される費用・料金である。というのは，こ
れらの収入がなければ，施設はその事業を運営し続けることができなくなるからである。そ
こで，施設に合理的な費用・料金の計算方式を与えるべきである。老人の長期介護の産業需
要は，これからますます拡大し続けるが，この産業における公益の性質を考慮すると，市場
の自由競争に放任することもできない。目下，施設が消費物価指数によって費用を調整する
ことができるが，消費者にこれを 1 ヶ月前に告知しなければならない。またこれを主管機関
に報告して，その同意を得なければならない。このようなやり方によって，施設の運営と消
費者の経済負担を平衡に保って，両方の利益を維持することができると思われる。
（四）施設の責任分担と消費者の損害賠償の保障
高齢者の身心構造は一般人より脆弱であり，骨折・転倒しがちになり，もし，さらに体内
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の器官と体表との間に導管などを入れていると，非常に痛みや苦しみを感じてつらいから，
勝手に自分で導管を外したケースが多い。そこで，施設は老人の身体上の介護を行う時に，
特別に注意しなければならない。もちろん，施設では公共意外の保険契約を締結することが
できるが，この部分はただ場所の設備に限られている。介護職員による老人の身体上の介護
を行う時に生じた意外傷害については，保険契約を締結することができない。というのは，
介護職員は，医師・弁護士のような専業ライセンスを必要としないから，保険会社は，この
ような保険商品を提供しない。すると，介護職員は，老人の身体上の介護を行う時に生じた
損害は，たとえば，老人に入浴させて火傷・骨折させた場合は，介護職員自らのみならず，
施設も不法行為の責任を負わなければならない。また，施設は雇用主であるから，連帯責任
も免れない（台湾民法 188 条）。さらに，もし，長期介護を医療看護と生活維持に区別すれ
ば，前者は医療法第 82 条の規定によってはただ故意・過失に限って責任を負うだけである
が，後者は消費者保護法第 7 条によっては無過失責任を負うべきである。これは，消費者に
とってもちろん大きく保障されることができるが，介護職員と施設にとっては，相対的にリ
スクが高すぎるのである。また，そのために，運営のコストも増加することになるから，結
局，やはりこれを消費者に転嫁されてしまうのである。この部分のリスクを分担するために，
そして，消費者による損害賠償の訴訟負担を軽減するために，将来，老人福祉法または保険
法の改正において，この部分のリスクの分担についての規定を増設することを提案したい。
したがって，老人の生活維持のサービス提供を保険契約の対象とすることができることにな
り，この法改正によって消費者と施設との両方にとっては，比較的に保障されることができ
ると思われる。
（五）老人長期介護契約の当事者と契約の性質
老人長期介護契約は，老人と施設によって締結される場合，その老人には意思能力を有す
るとき，もちろん契約が有効になる。しかし，老人に意思能力がないときに，その子女また
はその他の親族と施設によって締結され，その老人の長期介護を委託する契約は，台湾民法
第 269 条に定められる第三者のためにする契約であると解すべきである。
そもそも第三者のためにする契約は，第三者（すなわち老人）が利益の享受を表示する前
に，当事者が契約の取消しまたは変更をすることができる（同法同条第 2 項）ので，もし，
老人がすでに意思能力を失っている場合，まず当該老人のために，後見の宣告を裁判所に申
し立てなければならない。そしてその後見人は老人を代理して意思表示をすることによって
老人長期介護契約の不安定状態を避けるわけである。
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注
［ 1 ］　内政部統計ウェブサイト：http://sowf.moi.gov.tw/stat/indices/list.xls。検索日：2013/11/6。
［ 2 ］　老人福祉法第 16 条：「老人の介護サービスには，完全な世話・現地老化・多元連続サービスの
原則に基づいて企画・整備しなければならない。○直轄市・県（市）の主管機関は，前項の原則
により，老人の需要に応じて，在宅サービス・地域サービス・機構サービスを提供しなければな
らない。且つ，適正な介護を管理するシステムを作ることによってこれを行わなければならな
い。」と定めている。
［ 3 ］　老人福祉法第 38 条：「老人福祉施設は，入居者またはその家族と書面によって，入居に関する
権利義務の明確な契約関係を締結しなければならない。○前項の書面契約の様式と内容について
は，中央主管機関は，標準契約の範例およびその記載すべき事項と記載できない事項を定めなけ
ればならない。○老人福祉施設は，中央主管機関に定められた標準契約の範例を公示しなければ
ならない。かつ，領収書にその契約を印刷して入居者に交付しなければならない。別に約束した
場合を除いて，すでに第 1 項の規定により入居者と契約を締結したことを看做す。」
［ 4 ］　老人福祉法第 37 条：「老人福祉施設は，営利行為を行うことができない。または，その事業を
利用して，いかなる不当な宣伝を行うことができない。」
［ 5 ］　萬旖芬，老人長期照顧之民事責任，東吳大学法律学系修士在職専班法律専業組修士論文，2009
年 7 月。
［ 6 ］　「我國長期照顧十年計畫-101 年至 104 年中程計畫」に収録，衛生福利部のウェブサイト：
http://www.mohw.gov.tw/MOHW_Upload/doc/%e6%88%91%e5%9c%8b%e9%95%b7%e6%9c%9f%e7%8
5%a7%e9%a1%a7%e5%8d%81%e5%b9%b4%e8%a8%88%e7%95%ab-101%e5%b9%b4%e8%87%b3104%e5%b9%
b4%e4%b8%ad%e7%a8%8b%e8%a8%88%e7%95%ab_0003411000.doc。検索日：2013 年 11 月 8 日。
［ 7 ］　老人福祉法第 19 条：「施設に入居した老人の多元的需要を満足するために，主管機関は，老人
福祉施設に対して，老人の需要に応じる次に掲げる施設式サービスの提供を補導しなければなら
ない。一　入居宿泊のサービス　二　医療看護のサービス　三　リハビリのサービス　四　生活
介護のサービス　五　食事提供のサービス　六　緊急入院のサービス　七　社交活動のサービス　
八　家族教育のサービス　九　日間看護のサービス　十　その他の施設式のサービス。○前項の
施設式のサービスは，家庭生活・地域生活との結合を原則として，居宅式・地域式のサービスを
支援することができる。」としている。
［ 8 ］　中央主管機関による公布された安養または養護（長期照護）標準契約の範例は：http://www.
ey.gov.tw/News_Content4.aspx?n=1F3B08DD43A39FA6&s=E9A87A1611B1202F。検索日：2013 年
11 月 10 日。
（トウ　ガクジン　　中央警察大学法律系教授）
